
○ 幼稚園未設置の自治体は相当数ある。へき地保育所がたとえ「保育に欠ける」要件を強   

制していないとはいえ、過疎地については幼稚園との関係を含めた議論をきちんとすべきで   

はないか。〔第17回・山県系委員〕  

○ 児童人口が著しく少   

なく、周辺に幼稚園が   

ない地域における保   

育所の機能、保育の   
必要性の判断基準の   

あり方  

○ 認定こども園制度の活用も、もう少し積極的に踏み込んだ議論があって良い。〔第17回・   

庄司委員〕  

○ 児童人口が減少し   

た地域における認定   

こども園制度の活用、   

新制度における位置   

付け  
○ 小規模型の認定こども園を可能にしていくとか、家庭的保育をファミt」－ホーム的に組合   

せてカバーできるようにするといった発想が必要ではないか。〔第17回・吉田委員〕  
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8 多様な保育サービス（延長保育・休日保育・夜間保育・病児病後児保育等）  

◆ 延長保育関係  

○ 就労量に応じた利   

用を保障する場合に   

おける保障すべき上   

限量  

都市部は通勤時間の問題があり、企業が努力して残業 をなくしても、そこの部分が解消し  

ないと、延長が必要になる∩〔第19回・佐藤委員〕  

○ 必要なものは用意した上で、働き方の見直しを当然進めていく必要。〔第19回・佐   

員〕  

○ 上限量を超えた利   

用についての支援の   

あり方（全額利用者負   

担か、利用者負担割   
合を高めた上での一   

定の支援か等）  

○ 働き方により必要となる延長保育が、公費と利用者負担で賄われているのは、基本的に   
納得がいかない。ある程度事業主にも負担していただく必要があるのではないか。その場合、   

働き方の見直しに取り組む事業主に対しては、負担を軽減する措置（メリット制等）等を検討   
するべきではないか。〔第18回・篠原委員〕  
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◆ 休日保育一夜間保   

育・特定保育関係  

○ 今の保育所の仕組みでは、同じ8時間労働でも、朝8暗から夕方4時までであれば、その   
まま通常の定型的保育サービスでカバーできるが、昼12暗から夜8暗までだと、夕方6時   
以降が2時間延長保育となり、延長保育料を払わなければならない。連続性を含め、どう   
担保するかを議論する必要がある。〔第18回・吉田委員〕  ○ 開所日数（週6日）・   

開所時間（11時間）   

に着目した保育サー   

ビス区分から、利用   

者の必要量に応じて   

保障するサービス量   

を認定する仕組みと   

することによる連続的   

なサービス保障  

○ 子育て支援のニーズの連続は、①家のなかにサービスが入っていく（すべての家庭）（ニー   

ズ発見等を目的）、②親子で気軽に行くことができる（親子の仲間づくり等が目的）、③必要   

に応じて一時的に保育を依頼（リフレッシュ等が目的）、④周期的・定期的に短時間保育を   

依頼（非定型就労、パート就労等を目的）、⑤一定時間継続的に保育を依頼（就労対応が   

目的）と考えるのもーつの方法。〔第17回・山顆委員〕  

○ 地方においては、休日保育や一時保育は、需要が少ないために事業実施ができない。地   
域性を考慮した制度設計を検討して欲しい。〔第18回・野呂委員〕  

○ 休日保育や夜間保   

育等、利用者が限ら   
れ需要が分散してい   

るサービスに関する   

市町村の計画的基   

盤整備の仕組み  

○ 休日保育や夜間保育は、認可保育所で行うには、都市の一部を除き非常になじみにくい   
形になってしまうのではないか。最低定員の20人を集めるとなると、市町村単位で見たとき   

に非常に難しい。保育所以外で対応するサービスを検討しないと、市町村で計画的にと言   

われても、ニーズがないということになってしまう。〔第18回・山顆委員〕  

○ 都市部においても、延長保育が必要な人数が少ない場合、相対的に多い保育所へ子ど   
もを移して実施することも現実的には行われている。子ども本位で、負担にならないよう考え   
なくてはならない一方、実際にはごく少人数の子どもの延長保育のために職員を配置するこ   
とは難しく、実態としてこうした取組が行われている場合に、どう評価するか、また、子どもの   
視点から、どのように最適なものとしていくかという点も検討が必要。〔第18回・清原委員〕  

○ 延長保育や、休日保育、夜間保育について、認可保育所で対応する以外に、例えばファ   
ミリー・サポートセンターで取り組んでいただいている例があり、そうした取組についても、視   

野を広げて検討する必要がある。〔第18回・清原委員〕  41   



○ 実績を評価するということは、どのような場合でも当然。〔第18回一杉山委員〕  ◆ 病児・病後児保育   

関係  

○ 実績を評価しつつ   

安定的運営にも配慮   

した補助のあり方、事   

業の促進方策  
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9 放課後児童クラブ  

○ 子どもが小学生になっても、保護者が働いている間は大人の目が行き届いた、安全に安   

心してすごせる生活の場を確保することが喫緊の課題。〔第17回・篠原委員〕  
○ 放課後児童クラブ   

の抜本的拡充に向け   

た場所・人材の確保   

の方策（小学校の活   

用、担い手のあり方、   
処遇改善等）  

○ 教育委員会や小学校長の考え方等もあり、なかなか小学校内に場所を確保しにくい所も   
あるが、安全性等も考えると、積極的な小学校の活用ができるような条件整備が有用。〔第  

17回・清原委員〕  

○ 小学校だと非常に安心なのは、移動がないということと、校庭を開放している時間に他の   

子どもたちとも接触が持てることが非常に良い。小学校の活用に何かハードルがあるのであ   

れば、何とかそこを解決して欲しい。〔第17回・宮島委員〕  

○ 指導員と子ども、保育者との間で安定した人間関係が築けることが、サービスの性格上望   
ましい。〔第11回・真田参考人〕  

○ 指導員が、しっかり子どもに丁寧に関われる仕事ができる処遇の確保、人員配置、常勤   
職員を安定的に確保できる仕組みが必要。〔第11回・真田参考人〕  

O NPO法人や地域住民のボランティア、定年退職者等も含め、いろいろな人が参画できる   
ような仕組みをつくっていくことが大事。〔第17回・福島委員〕  

○ 人手が明らかに足りない中では、地域の人たちと一緒にやっていける、大人の手を借りら   
れるというシステムを構築するのがよいのでは。〔第17回・宮島委員〕  
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○ 現行制度では市町   

村の努力義務にとど   

まっている放課後児   

童クラブの法制度上   

の位置付けの強化  

・市町村の実施責任   

の位置付け  

・サービス利用（提   

供）方式  

・給付（補助）方式  

○ 現行制度は市町村の努力義務となっているが、やはり、確実に受け皿が必要。  

子どもが6歳で小学校に上がって、そこで突然状況が変わってしまうということがないよう   

にすることは、まず大前提。〔第17回■宮島委員〕  

○ 都市と地方で随分と事情が違う。地方では土日は需要が少なく、町によっては幾つかの放   

課後児童クラブを集めて、一つの所にまとめて土曜日に開設するといったこともしているが、   
国の基準に達しない場合があり、独自の補助で補っている。〔第17回・速水参考人〕  

○ 対象年齢のあり方  

○ 質の確保に向けた   

基準の内容、担保方   
策  

○ 低学年で、大人や周りの友達に依存しつつ自立していく子どもの発達保障を考えると、自   
分が受け止めてもらえる、他の子どもと一緒に仲良く遊べる環境である必要がある。〔第11   

回・真田参考人〕  

○ 保育と同様に、放課後児童クラブの質を確保するためには、やはり質の高い人材を確保   
することが必要。   

どこに住んでいても必要なサービスを受けられるということが必要であり、そのためには国民   

の負担も含めて、公費負担を大幅に増大する必要がある。〔第17回・篠原委員〕  

○ 施設基準等で、子どもが安心して生活できる場を保障する基準が必要。〔第11回一真田   

参考人〕  

○ 厳格な基準を設けると、人材確保や設置が困難となる場合も出てこないとは限らない。や   

はりまずきちんと量を確保することが必要。基準を設ける場合も、今の実態に即した秦軟性   
が必要。〔第17回・福島委員〕   



○ 指導員と保護者が、一緒にどういう放課後児童クラブにしたら子どもにとって良いか、絶え   
ず考えていく必要がある。〔第11回・真田参考人〕  

○ 質の確保に向けた   

基準の内容、担保方   
策  

O ADHDやLDなどの障害のある児童もおり、職員研修だけではなくて、市民ボランティアにも、   

研修機会を整備することが大変有用。〔第17回・清原委員〕  

○ 東京都の市町村の放課後児童クラブ事業予算に占める補助金の割合は、平均約21％   
で、約79％が市町村の負担。実態に見合った補助基準額となっていない現状にある。国の   

負担と都道府県の負担、そして市町村の負担の適正化が必要。   

〔第17回・清原委員〕  

○ 財政的支援の仕組   

みのあり方  

○ 民間の父母会運営のクラブでも、年間1000万円はかかり、都内では2000万円、3000万   

円はかかる。実態とかけ離れている低い補助単価を改善すべき。〔第11回・真田参考人〕  

○ 伸ばしていきたい気持ちは非常に強く持っているが、財政的になかなか耐え難いところま   
できている。〔第17回・速水参考人〕  

○ 人口が減っている所であっても、放課後児童クラブヘ入所する児童の害り合は増加傾向が   
見られる。入所希望者の増加に伴い、大規模学童クラブが増加している実情。一方、国は   
71人以上の大規模学童クラブに対しては、補助を平成21年度をもって打ち切ることを明確   

にしている。大規模放課後児童クラブがある地域にとっては、これからかなり厳しい運営が   
懸念される。〔第17回・清原委員〕  

○ 消費税を財源として公費を投入すべき。〔第17回一福島委員〕  
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O「放課後児童クラブ」と「放課後子ども教室」の一体化を進めるべき。〔第17回一福島委員〕  ○ 放課後児童クラブと   

放課後こども教室の   

一体的運営を行って   

いる場合の制度上の   

位置付け（人員配置、   
専用スペースの基準   

等）   

O「放課後児童クラブ」と「放課後子ども教室」のどちらが合うかは子どもによる。少人数の方   

が安心する子どももいるが、いろいろな子どもたちと遊びたい、自由にしたいという気持ちが   

芽生え、縛りを嫌がる側面が出てくる子どももいる。両方の良い面をうまく活用して一体化し   
ていく必要。〔第17回・宮島委員〕  

O「放課後子ども教室」は、もともとのスタートが違い、必ずしも共働きの家庭を前提としてい   
ない。〔第17回・宮島委員〕  

○ 放課後児童クラブを利用する子どもは、保護者が働いて  肢
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 がなく、全児童対策では代わりにはならない。〔第11回・真田  〕
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○ 児童館がない横浜市と、東京都のように児童館が多数設置されてきた自治体とではかな   

り事情がちがう。〔第16回・庄司委員〕  

○ 全児童対策の展開によって、放課後児童クラブにどのような影響が生じているかを明らか   

にしたうえで、全児童対策と留守家庭児童対策との関係を議論する必要がある〔第16回・   

庄司委員〕  
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10 すべての子育て家庭に対する支援の仕組み  

○ 現行制度では市町   

村の努力義務にとど   

まっている各種子育   

て支援事業の制度上   

の位置付けの強化  

○ 現行制度においては、各種の子育て支援事業が市町村の努力義務にとどまっているが、   
在宅子育て家庭への支援についても明確に位置付けた制度設計にすべきということについ  

ては、自治体の  じ
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ている。〔第16回・清原委員〕  

○ 努力義務であっても、法律で実施を規定している事業でこれだけ都道府県によってばらつ   

きがあるというのは非常に驚き。地方によって少子化対策に取り組む覚悟が大分違う。一定   

程度の事業は実施を義務付け、財源も含めた補助金の出し方についても検討すべき。〔第  
16回・吉田参考人〕  

○ 介護保険事業と比べると、各種の子育て支援事業は、事業間の整理が体系的になって   
おらず、各事業単体が並んでいる現状なので、よく整理した上で、必須事業化も考えていく   

べき。〔第16回・杉山委員〕  

○ 一時預かりは優先されるべき事業。〔第16回・吉田参考人〕  ○ 一時預かりの保障   

の充実（とりわけ3才   

未満児）や、市町村   
の実施責任の位置付   

け、サービス利用（提   
供）方式、給付（補   
助）方式、財政的支   
援の仕組みのあり方  

・時的なリフレッシュ、子どもにとって友達と触れ合える機会など、一時  
〈ある。〔第16回t遠山参考人〕  

○ 小さいうちは自分の手で育てたいが家に閉じこもりたくはない親が、一時保育を経験し、保   

育の場が決して子どもに対してマイナスではなくてむしろプラスだということがわかっていき、   

そして仕事と子育ての両立の道に踏み出していくという意義もある   

これまでのようにオール・オア・ナッシングではない生き方を保障するような、中間的な保育   

ニーズに応える場が重要。〔第16回・遠山参考人〕（再掲）  

○ 在宅家庭の人は、第三者に子どもを預けることの意識のハードルが高いが、子育て負担   
感の軽減から一時的に預けたい気持ちも強く、一時預かりの場の広がりが大事。 47  

〔第16回・原参考人〕   



○ 地域子育て支援拠点事業とともに、幼稚園・保育所に入る前の子どもたちを、少人数のグ   
ループで、週1回預かるサービスも、地域子育て支援拠点事業で気づいた信頼関係を元に   
預けることができ、また、在宅家庭の親のリフレッシュや子どもの集団遊び等の観点から有   
意義。〔第16回・原参考人〕  

○ 一時預かりの保障   

の充実（とりわけ3才   

未満児）や、市町村   
の実施責任の位置付   

け、サービス利用（提   
供）方式、給付（補   
助）方式、財政的支   
援の仕組みのあり方  

○ 一時保育が短時間就労者等の規則的利用の受け皿として機能している反面、気軽な預   
け場所としてはあまり機能していないことは事実。そのようなニーズに対しては別の一時預か   
りの場を用意する必要がある。その場合は地域子育て支援拠点に付設するなど、日ごろか   
ら馴染んでいる場所であるのが望ましいと思う。〔第16回一遠山参考人〕  
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 ている。〔第16回一遠山参考人〕  

○ 利用する子どもの数によらず一定の体制は用意する必要がある。理想的には定額部分に   
実績に応じた補助を加えるのが望ましい補助形態。〔第16回・遠山参考人〕  

○ 専業主婦の方々の負担感・孤立感の大きさを見ると、これでは出産希望の実現は無理。  
〔第12回・庄司委員〕（再掲）  

○ 乳児家庭全戸訪問   

事業・養育支援家庭   

訪問事業・地域子育   

て支援拠点事業の取   

組の促進方策  
○ 就労支援としての保育所が潜在ニーズを満たしたとしても、なお半数近い女性が子育てに   

専念する状況。一時預かりも導入した親子育ちの場をつくる必要。全戸訪問事業から連続   

した地域の子育て支援が必要。虐待は孤独で密室化した家庭で多く起こっている。〔第13   

回t内海委員〕（再掲）  

○ 専業主婦家庭も含め、地域の子育ての相談的な機能が非常に求められている。〔第12   

回・清原委員〕（再掲）  
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○ 第三者の人と遊んでくれる姿を見るだけでもうれしいと思う。それぐらい子育ては逼迫して   

おり、純粋に誰かとつながっていることが感じられる場として地域子育て支援拠点事業は有   

意義。〔第16回・原参考人〕  

○ 乳児家庭全戸訪問   

事業・養育支援家庭   

訪問事業・地域子育   

て支援拠点事業の取   

組の促進方策  子ども同士の触れ合いと遊びの場を保障するという観点からも、地域子育  く
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一時保育など、在宅子育て家庭への支援に力を入れる必要がある。〔第16  点や  て支援拠  

（続き）  回・遠山参考人〕  

○ 市町村が身近なサービスの担い手として責任を担っていく場合、いうまでもなく財源の拡   
充や適正な配分が必要になる。ソフト交付金の柔軟性は大変ありがたいが、例えば一斉に   
全自治体が実施すべきというものが出てきた場合を考えると、地域格差をなくすためにもき   
ちんとした財源確保が併せて必要。〔第16回t清原委員〕  

○ その他多様な子育   

て支援事業について   

の財政支援のあり方  

○ 一般的にいろいろな事業をするときに、交付税措置ということで手当されるケースがあるが、   

不交付団体についても配慮される柔軟な枠組みにして欲しい。〔第16回・清原委員〕  

○ 各種子育て支援事   

業の量の拡充に向け   

た担い手の育成、質   
の向上に向けた研修   

やバックアップ支援の   

取組強化方策  
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○ 親の子育てを支援   

するコーディネータ的   

機能に関する仕組み  

○ 子育てを  も
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援
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 ていること。〔第16回・杉山委員〕  

○ コーディネートを誰がどう担っていくのかが親を孤立させないための制度につながっていく。  
〔第16回一原参考人〕  

○ コーディネーターの役割は非常に重要。これも必須事業の中に組み入れるべき。   

斡旋だとか調整までするとなると、一定程度の行政の関与、または行政内でやっていく必   

要性がある。〔第16回・吉田参考人〕  

○ コーディネーターを誰が担うのか。要支援家庭もある中、そこの判断は、ある程度行政の   

措置の中で考えざるを得ない部分もある。一方、地域子育て拠点事業の場を地域に常設   

で構えているので、入園前、入園後のつなぎや、第2子が産まれて戻ってこられる場である   

ことなど、保護者の気持ちをフォローでき、ペアでやっていくことが望ましい。〔第16回一原参   

考人〕  

○ 子育て支援のコーディネーターには、相当の専門的能力や時間が求められ、それに見   
合った報酬も必要。行政機関だけでなく、NPOや民間の人材がなれるよう配慮して欲しい。   

仕事としては、子育てにとどまらず家族の支援が必要であり、地域のあらゆる子育て資源に   

関する情報提供を行うことが求められる。また、多様な選択肢を用意し、最終的には保護   
者自身が判断し、責任もって選べるように支援することが必要。専門的なケアを必要とする   

家族を早期に発見し、適当な援助機関ヘスムーズにつなげる役割を担う必要もある。さら   

に、「声なき声」を拾いあげ、代弁者として社会に向けて発信する機会も期待したい。〔第18   

回・杉山委員〕  

「コーディネーター」が複数の異なる意味で使われているが、虐待を受けている子ども  
匂なセーフティネットが必要。〔第19回・駒村委員   



○ 担い手が多様であるということは非常に重要な宝であり、NPOであれ、社会福祉法人であ   
れ、あるいは株式会社であれ、連携を強めていく必要。〔第16回・原参考人〕  

○ 地域全体がかか   

わっていけるような子   

育て支援、子育て支   
援関係者のネットワー   

ク化、親自身がやが   
て支援者に回れるよ   

うな循環を生み出せ   

る地域の構築といっ   

た取組の強化方策  

○ 三鷹市の場合、地域子育て支援事業をしている11か所の参加により、情報交換を行う連   
絡会をスタートさせている。〔第16回・清原委員〕  
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11経済的支援   

全体としては、現物給付優先で、必要に応じて経済的支援という考え方で良いn（第 19  

回・佐藤委員）  

日本の多くの企業の賃金体系にある扶養手当や家族手当も見て議論する必要がある  

○ 日本の多くの企業の賃金体系にある扶養手当や豪族手当が縮小傾向にある現実がある   
ならば、また違う議論になる。〔第19回・駒村委員〕  

○ 働き方にかかわらず、ユニバーサルに経済的支援をすることが大事。社会保険料免除は   
が取れない上、所   実質的には所得保障だが 間雇用者で要件に満たないと、育児休業   

得保障もなく、社会保険料免除もない∩社会保険料免除 が、次世代で支える人を育てる＃   

間を免除するという趣旨なのであれば、働き方にかかわらず、一 律にやるべきではないか∩  

また、産前産後休業中、社会保険料免 除がなく、事業主が保険料を払い続けることは、   

育児休業期間中はノーワーク・ノーペイとして免除されていることと比較して、制度の一貫性   
がない。〔第19匡卜佐藤委員〕   

費の助成等は、医師不足を一方で見ながら進めていく必要がある。〔第 19  

回・杉山委員〕   

論が必要ではないか 19回■大堀参  

△ユ  
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12 情報公表■第三者評価等について  

○ すべての子育て家   

庭に、早期に、市町   
村内の子育て支援の   

取組が概観できる解   

りやすい情報が着実   

に提供される取組の   

促進  

○ 市町村には、すべての子育て家庭に早期に市内の情報を届ける責務があるが、その方法   
がより一層標準化していければ望ましい。〔第17回・清原委員〕  

○ 地域の子育て支援   

事業に関する情報を、   
必要な時に、容易に   

入手できる環境整備  

○ 利用者のより良い選   

択、サービスの質の   
確保■向上に向けた  

・事業者自身による   

情報公表の仕組み  

・公的主体が、事業   
者からの情報を集約   

し、一括して客観的に   
解りやすく情報提供   

する仕組み   

の制度的位置付けや   
内容  

○働、理解できて   
いなかったり、保護者も、認可されたところと、そうでないところの違いを十分理解できなかっ   

たりするが、事業者も利用者も、皆が理解できることが重要。〔第19回・宮島委員〕（再掲）  

○ 例えば、認可保育所の情報と、認可外保育施設の情報を、同じような取扱いで並べでl青   
報提供することが適切か。情報の中立性というのは一体何か。問題を含めて出すのが中立   
なのではないかといったことを子どもの視点で考えていく必要がある。〔第17回・山新委員〕  

○ きちんとした調査・評価ができるかという点が心配。介護の情報公表でも、次世代育成支   

援で行う場合でも、調査員の養成・研修はどうしても必要。ある程度公費負担を入れること   
によって、厳密性や正確性を担保する必要がある。〔第18回t岩渕部会長代理〕  

○ 介護の情報公表の場合、都道府県単位で情報公開をしているが、量が膨大になり紙媒   
体では対応できないという話になったが、市町村単位で行えば、もう少しきちんと詳しくできる   
のではないか。〔第18回■岩渕部会長代理〕  53   





○ 現状では受審する事業所が少なすぎるが、第三者評価という情報の生産に、何らかの公   
的補助を行っていくことにより、機能させていく必要がある。〔第17回・駒村委員〕  

○ 保育における第三   

者評価のあり方、受   
審促進方策  

○ イギリスでは、幼児教育の無償化をしているが、オプステッドによる第三者評価の受審をそ   
の要件としている。〔第18回・吉田委員〕  

○ 第三者評価が最も必要なのは、実は認可保育所ではなく認可外保育施設ではないか。   

必要な経費等をどのようにして保障し、認可外保育施設が率先して受けるような仕組みを   

つくっていけば良いか。〔第17回・大石委員〕  

○ 第三者評価の受審には経費が掛かり、毎年受審するのは難しいが、三鷹市においては、   

第三者評価の経験を踏まえ、自己点検・自己評価や保護者のアンケート調査を毎年行うよ   

うにしている。第三者評価の取組プロセスをどう日常化していくか、常に保育の質を評価す   

る仕組みを日常的な保育の取組の中に落とし込んでいくかということが重要。  

また、第三者評価結果は公表し、改善していくという、PDCAサイクルを保育所にも取り入   

れていくことが極めて重要であり、実際のサービスの質の向上・改善に反映することを共有し   
て進めていくことが大事。〔第17回・清原委員〕  
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13 財政方式・責用負担  
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14 その他  
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